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ドイツにおける学習言語獲得のための取組
―NRW州の学校改善プロジェクトを事例として―
立　花　有　希
序―本研究の背景と目的
本稿は、ドイツの NRW（ノルトライン＝ヴェス
トファーレン）州で現在実施されている学校改革
プロジェクト「ことばへの配慮を通じた学校改善」
(Sprachsensible Schulentwicklung) を 題 材として、
低学力層の成績向上のために不可欠な学習言語の
獲得を可能にする体制づくりについて考察するもので
ある。学習言語については後述するが、さしあたり
ここでは学習言語を主として学校教育などの学習場
面に特有の言語使用で、日常場面での言語運用と
区別される概念としておく。ドイツにおいて、低学力
層の成績向上という課題に関してこの学習言語が注
目されるのには、次のような背景がある。
ドイツでは、2000 年に実施された OECD 生徒の
学習到達度調査（PISA）の結果公表が一つの契機
となって、移民の子どもの学力問題とその対策につ
いての議論が活発化した。ドイツの順位が低かった
ことで、学校教育改革を求める声が高まり、なかで
も成績の特に低い層に多く含まれる移民の子どもの
学力向上に関心が向けられたからである。移民の子
どもの学力問題は、PISA への参加以前にも、例え
ばドイツ人生徒と外国人生徒の学校修了証取得率の
開きを示す統計等から把握しうる厳然たる事実とし
て存在したわけであるが、PISA によってそれに対す
る問題意識がドイツ社会全体で共有され、この課題
の解決に向けた取組の重要性についての共通理解
が高まったといえる。また、PISAでは、ドイツは移
民第 2 世代の生徒とネイティブの生徒との得点差が
大きい国であることが指摘された 1。ドイツで生まれ
育った移民第 2 世代の成績が振るわないのはなぜ
か。一方では、幼少期にドイツ語にふれる機会が少
ない環境が指摘され、その改善のために移民背景を
もつ子どもの幼稚園等への通園率を上げることが目
標に掲げられると共に、就学前のドイツ語力調査が
各州で行われるようになった。他方では、就学後に
学校の中で学習言語を獲得させることが教育課題と
して挙げられるようになっている。抽象的、専門的
な教科内容のインプット、アウトプットには、学習言
語の獲得が不可欠であるという認識に立ち、その習
得を促すような授業改善が目指されているのである。
こうした一連の動きの中で、移民の子どもと課題
が重なることが多いのが、学業達成に不利な家庭
環境にある子どもである。家庭の社会経済的状況
や文化資本が成績に及ぼす影響についての認識が、
移民の子どもの場合と同様に、PISAを通して広まる
ことになった。そして、就学前の言語力調査でドイ
ツ語の発達が不十分であるとされるドイツ人家庭の
子どもが少なからず存在し、授業で使用される言語
が母語であっても学習言語としてそれを操ることに
困難を抱える児童生徒がいる。これらの子どもたち
の多くは学業達成に不利な家庭環境にあると考えら
れ、社会的出自による差が学力の差として表出、拡
大するのを学校教育で是正すべく、社会的公正を目
指す教育の具体策として、そうした子どもたちの学
習言語獲得を促進する教育が求められているのであ
る。
以上のような動きに関して、日本での先行研究を
確認すると、ドイツにおいて PISA の結果を受けて、
国レベル、州レベル、あるいは学校レベルで様々な
改善策が講じられてきていることは、長島（2003）
や久田（2013）などに詳しい。また、特に言語教育
面における「PISA ショック」の影響の分析を含む
論考として、金箱（2010）がある。学習言語を扱っ
たものとしては、バトラー後藤（2011）がアメリカを
中心とする英語圏での研究や実践を整理、紹介し、
日本における学習言語への注目を喚起すると共に実
証研究を進めるための基盤を提供している。
これらの先行研究を交差させる形で、すなわち、
ドイツにおける PISA 後の学力向上策を支える思想
に、学習言語という概念がどのように位置づいてい
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るかを探ることによって、ドイツで進行している学校
改善の方針についての理解を深めることが本研究の
目的である。このとき、大学をはじめとする研究機
関と、国や州、あるいは地方の行政機関、および
直接の教育実践者である学校とが、どのように協力、
連携しているかに注意を払いたい。取組の成果を上
げるためには、それを可能にする体制づくりが不可
欠だからである。その分析は同時に、理論研究の
発展と教育実践の改善とが相乗的に進むための条
件を示唆してくれることも期待される。
これらの観点から以下に考察を進めていく。
まず、学習言語をめぐるドイツでの理論的、実践
的展開を整理する（Ⅰ .ドイツにおける「学習言語」
への注目とその理解）。次に、NRW 州での学校改
善プロジェクトについて、その背景と構成を確認し
（Ⅱ .「ことばへの配慮を通じた学校改善」）、それに
ついての評価を加える（Ⅲ .「ことばへの配慮を通じ
た学校改善」プロジェクトの意義と課題）。最後に、
本研究の今後の課題を明らかにすると共に、ドイツ
での取組が日本に対して与える示唆について検討す
る（結論）。
Ⅰ.	ドイツにおける「学習言語」への注目とその理
解
1.	理論的展開
「 教 養 語」 と訳される „Bildungssprache“2 の
語をいわゆる「学習言語」の意味において用いる
慣 習 は、„FörMIG “(Förderung von Kindern und 
Jugendlichen mit Migrationshintergrund： 移 民 背
景を持つ子ども・青少年の支援 ) と名づけられた
組織的研究から広まったと考えてよい。FörMIG の
中心的存在であった I. ゴゴリン (Prof. Dr. Ingrid 
Gogolin) がその理論的発展に多大な貢献をしたの
であるが、学習言語に関する研究の出発点を次の
ように述懐している。すなわち、学習言語への着目
は、「B. バ ンースティンと M.A.K. ハリデーの研究に
依拠し、出自による教育機会の差を解消するのに重
要なのは、日常用いられる言語のレジスターではな
く、「教養語」„Bildungssprache“ のレジスターの習
得であるという仮説を立てた」3 ことに始まるといい、
この „Bildungssprache“という語は、「ハーバーマス
の 1977 年の論考に準じたもので、英語の “academic 
language“ や “academic discourse“ に相当する」4 と
説明しているのである。日本で学習言語に言及する
際には、カナダの言語学者である J. カミンズ (Jim 
Cummins) が提唱した「認知学習言語力」(Cognitive 
Academic Language Proﬁency: CALP) の概念が引
かれることが多く、カミンズ自身が CALP に代えて
ALP(Academic Language Proﬁciency) と表 現する
ようになって以降は、この ALP に則って学習言語
が説明されるようになっている。ゴゴリンらの研究
においての „Bildungssprache“ の語は、“academic 
language”に相当するものとされていることから、こ
の “academic language“ を「学習言語」と和訳して
いる慣例にしたがって本稿では„Bildungssprache“に
「学習言語」の訳語をあてるが、ドイツの場合には
日本でよく知られるカミンズらの英語圏での議論とは
別の源流からの発展があることを以上から押さえて
おきたい。
さて、FörMIG は、2004 年から 5 年間のプログ
ラムで、連邦各州教育計画研究助成委員会（Bund-
Länder-Kommission für Bildungsplanung und 
Forschungsförderung: BLK）とドイツ連邦共和国内
の 10 の州が共同して行った研究実践活動である。
資金面については、BLK とプログラムに参加した州
とで折半された。このプログラムにより、移民の子ど
もの教育に関する調査、研究、教材開発等が進展
したのはもとより、研究者、教育行政担当者、学校
教員の連携が強化され、各州間の情報交換や人的
交流も活発になった。そして、移民の子どもの教育
についての理論的基礎を構築し、普及させる大きな
原動力となった。それが、本稿で題材とする NRW
州での学校改革プロジェクトにも直接、間接の影響
を与えている。
FörMIG の重点テーマは、次の 3 点にあった。
①個々の言語水準調査に基づく言語促進
② 一 貫 し た 言 語 促 進 (durchgängige 
Sprachförderung)、ドイツ語・出自言語・外国語
での言語教育・言語促進
③職業教育と職業への移行
上で 2 つめの項目に登場する「一貫した言語促進」
は、これまでの単発的な言語促進を包括的な構想
に基づいて一貫させることを目指すもので、この視点
は NRW 州での取組にも継承されている。
2.	ドイツ各州における学習言語獲得のための取組
ここでは、次節で取り上げる NRW 州の学校改革
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プロジェクトと同様の目的をもつドイツ国内での他の
取組を参照し、本プロジェクトの意義についてドイツ
全体の傾向のなかで考えるための用意をしたい。そ
のために、現在、ドイツのほぼ全州にわたって大規
模に活動を展開している1 つのプログラムを取り上げ
る。
そのプログラムとは、「話しことば・書きことば
で の 教 育 」„Bildung durch Sprache und Schrift“ 
(BiSS) で あ る。BiSS の Web サイト 5 によれ ば、
これは 5 年間の研究開発プログラムで、連邦教
育 研 究 省 (Bundesministerium für Bildung und 
Forschung: BMBF)、連邦家族・高齢者・女性・青
少 年 省 (Bundesministerium für Familie, Senioren, 
Frauen und Jugend: BMFSFJ)、 各 州文 部大 臣会
議 (Kultusministerkonferenz: KMK)、 各 州 青 少
年・ 家 族 大 臣 会 議 (Konferenz der Jugend- und 
Familienminister: JFMK) が 共同して主導するも
のである。このプログラムの目的は、言語促進
(Sprachförderung)、言語診断 (Sprachdiagnostik)、
読解促進 (Leseförderung) という3 つの分野の改
善に置かれている。学術的な展開とプログラムの
総合的な調整については、ケルン大学附属言語促
進および第二言語としてのドイツ語に関するメルカ
トル研究所 (Mercator-Institut für Sprachförderung 
und Deutsch als Zweitsprache der Universität zu 
Köln)、ドイツ国際教育研究所 (Deutsche Institut 
für Internationale Pädagogische Forschung: DIPF)、
ベルリン・フンボルト大学の 3 者が、教育制度質的
開 発 研 究 所 (Institut zur Qualitätsentwicklung im 
Bildungswesen: IQB) と協働しながらコンソーシアム
として進めていくものとされている。現在、メクレン
ブルク＝フォ アーポンメルン州を除く15 州に活動が広
がっており、400 校を超える学校、200 所以上の幼
稚園・児童昼間施設、180 の協力団体（大学、財団、
組合等）が関与しているという。
対象とするテーマは、基礎領域 (Elementarbereich)
に 5 つ、基礎領域から初等領域 (Primarbereich) へ
の移行段階に 1 つ、初等領域に 4 つ、中等教育段
階 (Sekundarstufe) に 5 つ用意されているモジュール
を見れば、おおよそ把握される。本稿での考察に関
連の深い中等教育段階を例として、その内容を見て
みよう。以下が、中等教育段階の 5 つのモジュール
である。
モジュール 1：読解の流暢さに関する診断と促進
モジュール 2：読むためのストラテジーと書くため
のストラテジ とーを結びつけた教授
モジュール 3：自己調整による読み書き
モジュール 4：教科のコンテクストにおける言語教
育
モジュール 5：メディア利用―デジタル媒体を用い
た読み書き
このなかで本稿が扱う NRW 州での学校改善プ
ロジェクトに最も関連が深いと思われるモジュール
4 について、具体的な活動事例を見てみよう。たと
えばベルリンでは、「日常言語から学習言語へ―
中等教育段階Ⅰにおける一貫した言語教育」„Von 
der Alltags- zur Bildungssprache - Durchgängige 
Sprachbildung in der Sek I“という取組がある。こ
れに関わっているのはベルリン市内の 7 校で、フン
ボルト大学教職大学院など 4 つの機関がパ トーナー
になっている 。ここでは、教科学習において、生徒
が学習言語や教科の専門用語を使いこなす力を身
につけられるように工夫された教材を開発している。
その共同作業の中で、それに携わる各学校の教員
が教科学習のなかでの言語教育に対する意識を研
ぎ澄まし、実際にその教育ができるようになることも
企図されている。同様の取組は他の州にも見られ、
このモジュールを含む活動は、BiSS の HP 上で確認
する限り、33 例行われているようである 。
このように、学校と大学等が協働する形で学習言
語を獲得するためのプロジェクトがドイツ各州で進め
られている状況が確認された。次節では、本論の
中心事例である NRW 州での「ことばへの配慮を通
じた学校改善」プロジェクトを見ていくことにしよう。
Ⅱ.	「ことばへの配慮を通じた学校改善」
1.	NRW州の特色
NRW 州は、ドイツ 16 州の中で最も人口が多く、
最も人口密度の高い州である。人口の 23.5％に移民
背景があり（連邦平均は 19.1％）、その数は 412 万
3 千人に上る 。必然的に移民背景のある児童生徒
も多い。
NRW 州には、移民の子どもの教育に関する独
自の取組として、学校外や家族との連携も含め
た支 援 組 織 である RAA(Regionale Arbeitsstelle 
zur Förderung von Kindern und Jugendlichen aus 
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Zuwandernfamilie：移住家庭の子ども・青少年の支
援のための地域活動拠点 ) が進めてきた支援活動
がある。RAAでは、就学前から職業生活への移行
段階までの移民の子どもの支援を目的として、プロ
ジェクト事業や教員向けの継続教育などさまざまな
取組を行ってきた。
2012 年、この RAA の活動を発展的に継承する
方針が NRW 州議会で法律を決議することにより
明確化された。すなわち、「NRW 州における社会
参加と統合を促進するための法律および他の法規
定を改正するための法律」(Gesetz zur Förderung 
der gesellschaftlichen Teilhabe und Integration in 
Nordrhein-Westfalen und zur Anpasssung anderer 
gesetzlicher Vorschriften vom 14. Februar 2012) の
制定である。
この 7 条 で 地 域 統 合 センター (Kommunale 
Integrationszentrum) の設置が規定されている。地
域統合センターは、統合政策は横断的課題である
という認識に立ち、30 年以上にわたる RAAでのノ
ウハウと「KOMM-IN NRW プログラム」というプロ
ジェクトで証明された経験知とを結び付け、教育に
よる統合と横断的課題としての統合を一つにまとめ、
友好的で対等な共同生活の意味について新たな指
針を示すものであるとされる。地域統合センターは、
NRW 州の労働・統合・社会省（以下、社会省と表記）
と文部省から支援される。
NRW 州は 31 の郡 (Kreis) と郡に属さない 23 の
独立市からなっているが、2011 年末には、この計
54 の地方自治体のうち 30 に RAA が設置されてい
た。RAAのなかった地方自治体に地域統合センター
の設置を進めると共に、RAA を地域統合センター
へと転換した結果、NRW 州全体で 49 の地域統合
センターを持つに至っている（2014 年秋現在）。
この地域統合センターに関連する組織が、次項か
ら見ていくプロジェクトの中心となっている LaKI（後
述）なのである。
2.	「ことばへの配慮を通じた学校改善」プロジェ
クトの枠組み
ここでは、「ことばへの配慮を通じた学校改善」
プロジェクトの組織、内容について整理する。
まず、組織面については、以下の三者による
共同プロジェクトの形態をとっている。 すなわ
ち、NRW 州学 校・継 続 教育省 (Ministerium für 
Schule und Weiterbildung des Landes Nordrhein-
Westfalen)、NRW 州 地 域 統 合 センター 調 整 局
(Landesweite Koordinierungsstelle Kommunale 
Integrationszentren NRW; LaKI)、メルカトル財団
(Stiftung Merkator) の三者である。第一に挙げた学
校・継続教育省はその名の通り学校教育を所管す
る省であり、以下文部省と表すことにする。第二の
LaKI は、前項で説明した地域統合センターを州レ
ベルで調整する役割を担う機関である。第三のメル
カトル財団は、ヨーロッパ、統合、気候変動、文化
教育という4 つのテーマを中心に活動する私設財団
で、多数のプロジェクトを実施してきている。同財団
からは「ことばへの配慮を通じた学校改善」プロジェ
クトに 1,226,500 ユーロ が拠出されることになって
いるが、財政面での協力にとどまらず、同財団から
2 人がプロジェクト・マネージャ とーしてプロジェクト
に加わっている。
プロジェクト運営の代表者は LaKI のシャインハル
ト＝シュテットナー(Frau Heidi Scheinhardt-Stettner)
で、彼女は FörMIG の活動に加わっていた経歴をも
つ。LaKI からは他にも 2 人がプロジェクトメンバー
となっている。以下、シャインハルト＝シュテットナー
氏への聞き取り調査 に基づいて、本プロジェクトの
内容について見ていきたい。
プロジェクト校は、NRW 州内の前期中等教育段
階の 33 校である。当初 25 校を募集したところ 57
校からの応募があり、地理的な条件や志望理由、
他のプロジェクトへの参加校となっていないことなど
を基準に選定した結果、この 33 校に決定された。
33 校の内訳は、総合制学校が 14 校（うち 6 校が
新設校）、中等教育学校 (Sekundarschule) が 12 校
（12 校すべてが新設校）、実科学校 3 校、基幹学
校 2 校、ギムナジウム 2 校となっている 。これら
33 校が 5、6 校ずつで 1 つの地域ネットワークを組
織し、6 つのネットワークが形成されている。このネッ
トワーク編成は交通アクセスなどの地理的条件を第
一に考えられたもので、行政区分の境界とは必ずし
も一致していない。各地域ネットワークには一人ずつ
ネットワーク・コーディネーターが置かれており、こ
のコーディネーターも自薦による応募者の中から選ば
れた人々である。コーディネータ とーなるには、言語
教育に関する継続教育を十分に積んだ現職教員で
あることが要件とされたが、いずれも資格を十分に
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満たす 16 人からの応募があり（うち 6 人は校長等
の執行部）、地理的な事情を最大の理由として 6 人
が選ばれた。この 6 人は、勤務時間の 50％は教員
として、50％をプロジェクトに投じている。各地域ネッ
トワークの構成員は、このコーディネーター1 人と各
校 2 人のネットワーク担当教員である。各地域ネット
ワークは毎週 1 回会合の機会をもち、定期的な報告
や情報交換を行っている。これとは別に、各校から
校長等の執行部 (Schulleitung) の1 人が出る執行部
ネットワークも組織されている。さらに、各校には校
内での調整を図る 3 人の担当教員が置かれる。
以上のような構成からなる実施主体とは別に、プ
ロジェクト評価の体制が組織化されている。デュ
イスブルク＝エッセン大学のファン＝アッカレン教授
（Prof. Dr. Isabell van Ackeren）を中心としたチー
ムで、現状の把握およびプロジェクトのプロセスと
効果についての調査・分析を担う。2014 年秋からプ
ロジェクト校の校長等執行部、教員、生徒へのアン
ケ トーと全生徒のドイツ語力診断を実施している。ド
イツ語力診断には、Cornelsen 社の C-Test を利用し
ており、プロジェクト終了時に再度テストを予定して
いる。プロジェクトの内容については関与しない立
場を取っており、その点では、例えば同じ NRW 州
内で同時期（2013 ～ 2016 年）に行われているプロ
ジェクト MIKS(Mehrsprachigkeit als Handlungsfeld 
Interkultureller Schulentwicklung：異文化間的な学
校改善という行動領域としての多言語性 ) と対照的
である。MIKS は、ミュンスター大学が NRW 州内
の基礎学校 4 校を対象とした研究プロジェクトで、
こちらはミュンスター大学の研究者からの助言も含
めて進められる学校改善として設計されている。
プロジェクト期間は、2013 年 2 月1 日～ 2016 年
7 月 31日までとされ、はじめの 1 年 6 か月を準備期
間として、2014/2015 年度が具体的活動の中心にな
る。その間、先述したネットワーク内での会合が重
ねられるが、すべてのプロジェクトメンバーが情報共
有、意見交換する機会も用意されている。たとえば
2015 年 3 月11 日には、全プロジェクト校が参加す
る中間報告セミナーがドルトムントで開催された。こ
こには、プロジェクト校以外の学校の教員も参加す
ることができ、成果の普及、研修の側面も持ち合わ
せたものであった。このセミナーのプログラムを見る
と、共同プロジェクトの意義や多言語性の意味につ
いて等の複数の講演と合わせて、各学校での取組
の紹介やワークショップが組まれている 。
さて、プロジェクトの実施に当たって、共有され
ている基本的な考え方の要点を以下で整理してみた
い。
はじめに、このプロジェクトでは、ここで取り組ま
れるべきことばに配慮した教育の特徴が次のような
形容詞で表現されている。
①「一貫した」(durchgängig)
②「学習言語の」(bildungssprachlich)
③「包括的な」(inklusiv)
④「専門科目ごとの」(fachspeziﬁsch)
⑤「適応性のある」(adaptiv)
①「一貫した」および②「学習言語の」について
は、先述した通りである。FörMIG の成果が継承さ
れていることが確認できる。③「包括的な」という
のは、日本でいうところの「取り出し授業」のよう
に、言語面での特別な指導を必要とする生徒だけ
を対象に、通常授業の枠外で行われる特別な教育
ではなく、通常学級の中で、あらゆる生徒と一緒に
この「ことばに配慮した教育」を行うということであ
る。障害のある子どもを排除しないインクルージョン
教育 (inklusive Bildung) を表す際に用いられるのと
同じ形容であり、内容も通底するものである。④「専
門科目ごとの」配慮が必要とされるのは、これまで
数学や化学などの教科の中でことばの力を育むとい
う教育目標が当該科目を担当する教員の間で十分に
認識、実践されてきたとは言い難く、個々の教員が
その自覚や意識をもつと同時に、各教科に固有の形
式・内容と結びつけてことばの力を涵養する方法が
具体的に開発される必要があることを表している。
⑤「適応性のある」ことが必要とされるのは、条件
の異なる地域、学校、教室ごとに、ことばへの配慮
の実践様式は異なるものであり、個別具体の状況に
応じて理念を実践に転換する応用力を重視している
ことによる。
このような教育の実現のために、プロジェクト校で
は校内研修が行われ、その内容は次の 9 のモジュー
ルから構成されている。
①学校における多言語性
②言語習得および第二言語としてのドイツ語に関
する基礎知識
③専門科目およびドイツ語の授業における診断と
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④ことばに配慮した専門科目の授業
⑤表現力 (Schreibkompetenz) の発達
⑥読解力 (Lesekompetenz) の発達
⑦専門科目での語彙 Wortschatzarbeit
⑧第二言語としてのドイツ語支援としての表現
工房 (Schreibwerkstatt) など生徒同士での学び
(Peer-Group-Teaching)
⑨専門的な学習共同体の開発
これらの基礎知識の理解を通じて、各教員がこと
ばに配慮した教育を実践するための態度と能力を形
成していくことが期待されている。
Ⅲ .	「ことばへの配慮を通じた学校改善」プロジェ
クトの意義と課題
本節では、前節で確認した「ことばへの配慮を通
じた学校改善」プロジェクトの構成、内容に対する
検討を加えていきたい。
まず、このプロジェクトが画期的であるのは、特
に次の 2 点についてである。
一つには、プロジェクト参加校が州のほぼすべて
の地域にわたっている点が挙げられる。移民の子
どもを中心とした言語教育に関するこれまでのプロ
ジェクトは、移民児童生徒の割合が高い都市部で
行われることがほとんどであり、さらにその多くは少
数の学校に限られたものであった。Ⅰ節で言及した
BiSSでの活動も同じ都市の中の数校で行っているも
のが多い。それに対して本プロジェクトは、州全域
を対象としており、移民生徒の割合はもとよりさまざ
まな前提条件の異なる学校がプロジェクト校となっ
ている。そのため、プロジェクトの構想自体も多様
な状況を想定すると同時に各学校による独自のアレ
ンジを期待したものとなっているのである。それらを
ネットワーク化して総合することにより、限定的な前
提に依らない汎用性を持ちつつ、バリエーションに
富んだ実践事例を集めるプロジェクトとなりうる。
いま一つには、プロジェクト校の校長等、学校の
執行部から1 人がプロジェクトのメンバーとなってい
ることが指摘できる。これにより、本プロジェクトが
学校をあげての取組であることについて、制度的に
も実質的にも確認されることになる。「学校改善」を
プロジェクト名に掲げるこのプロジェクトは、学校全
体で取り組み、学校全体を変えていくことが企図さ
れている。それを実現するための重要な手段が各校
の執行部からの参加なのである。
これらの点において、高く評価される本プロジェ
クトの問題点とは何であろうか。それは、プロジェク
ト期間の短さに起因するものである。プロジェクト活
動の前後で生徒のドイツ語力を測定することになっ
ているが、12-18 か月の間で効果を測るには短い。
また、学校改善の活動それ自体もより長い期間で取
り組まれるべきである。よって、プロジェクト終了後
に、調査や実践を継続することができるか否かが重
要になるといえる。
結論―残された研究課題の確認と日本の「外国人
児童生徒教育」に対する示唆
以上、ドイツにおける低学力層の成績を向上させ
る取組について、学習言語という概念を中心にその
理論的基盤を整理し、NRW 州における学校改革プ
ロジェクト「ことばへの配慮を通じた学校改善」を
具体的題材として、学習言語の獲得を促進する体制
づくりについて考えてきた。そこで確認されたのは、
教育改善を目指すプロジェクト型の取組のなかで、
理論を実践に転化し、実践を共有、検証して理論
を進展させる相互関係であった。
今回取り上げたプロジェクトは、2016 年 7 月に終
了する。その時点で刊行される予定の成果報告書や
デュイスブルク= エッセン大学による調査分析結果
が公表され次第、それらを参照しながら改めて本プ
ロジェクトの意義と課題について検討したい。加え
て、プロジェクト校への聞き取り調査が求められる。
本稿では、このプロジェクトを主として構成面から
把握することに努めたが、内容面からの理解も不可
欠だからである。そのために、教員へのインタビュー
や各校独自の工夫に関する具体例の収集を行い、こ
のプロジェクトの実際的な成果を探りたい。そして、
前節で述べたように、プロジェクト期間終了後の継
続性、発展性が重要であるから、この点についても
確認していきたい。
最後に、日本への示唆について検討することで結
びに代えることにする。
文部科学省が実施する「日本語指導が必要な児
童生徒の受入れ状況等に関する調査」によれば、
日本の公立小・中・高等学校・中等教育学校及び
特別支援学校には、「日本語指導が必要な外国人
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児童生徒」が 29,198 人、「日本語指導が必要な日
本人児童生徒」が 7,897人いるとされる（平成 26
年度調査）。同調査では、「『日本語指導が必要な
児童生徒』とは、『日本語で日常会話が十分にでき
ない児童生徒』及び『日常会話ができても、学年相
当の学習言語が不足し、学習活動への参加に支障
が生じており、日本語指導が必要な児童生徒』を
指す」とされている。「学習言語」への言及がある
ところに異文化間教育に関する理解が見られるとし
ても、なおも一部の特定の児童生徒に対して一定期
間、特別な指導をする「日本語指導」が外国人児
童生徒教育の中心であり、「包括的な」、「一貫した」
言語促進が浸透しているとは言い難い。
日常会話のための日本語と学習に必要とされる日
本語とは、それぞれの習得にかかる年数が異なると
いう指摘はすでになされてきたが、時間をかければ
同じ水準に達するというわけではないことにも、より
注意を向けなければならない。現代ドイツにおいて
は、移民背景のある児童生徒は中途編入者よりもド
イツ生まれの者の方が多い。ドイツに生まれ育って
も生じる学力の差を学習言語の獲得という視点から
解消しようとする取組からは、外国人児童生徒をは
じめとする多様な言語環境の子どもの発達について
の理解促進と言語教育の改善にとって重要な教示
が得られるはずである。
最後に、近年、ドイツで数多く実施されている
プロジェクト主導型の教育改善の形式からも学ぶと
ころが多い点を指摘したい。本稿で取り上げた「こ
とばへの配慮を通じた学校改善」プロジェクトは、
NRW 州文部省、文部省と社会省が関与する LaKI、
メルカトル財団の三者が実施主体となり、デュイ
スブルク＝エッセン大学が評価を引き受けるという
協力関係であった。そのルーツとなったともいえる
FörMIG の活動は、連邦各州教育計画研究振興委
員会、プロジェクトに参加した各州の文部省、ハン
ブルク大学をはじめとする各大学によって進められ
た。当然ながら、それらの各機関に属する人々の協
働あってこそのプロジェクトであるが、行政機関、研
究機関、支援組織の連携という形態が生み出す推
進力に注目したい。そのいずれかが欠けた場合を想
像すれば、この連携の意義の大きさを感じられるの
ではないか。そして、日本においても、調査、研究、
改善を目的とする一連の活動がこの種の体制のもと
行われる機会が多く出現することが期待されよう。
人をつなぎ、経験をつなぐ、このようなプロジェクト
によって、外国人児童生徒教育が大いに前進するよ
う望まれるところである。
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Abstract 
This paper describes how a school could be developed for students with migrant background, centering on the 
idea of “academic language”.  After the “PISA-Shock”, disparities of school achievement associated with migrant 
background or/and socioeconomic status have been the subject of much discussion.  In order to reduce the gap, 
disadvantaged students should be supported for acquiring “academic language”.  Therefore, many projects for 
learning “academic languages” are now carried out in each Land (state) in Germany.
The paper refers to „Sprachsensible Schulentwicklung“, a school development project in North Rhine-
Westphalian, as an example.  The most remarkable point of this project is a framework by cooperation among 
schools, administrative agencies, an academic team for evaluation and a foundation.  This implementation structure 
offers meaningful suggestions for education of foreign children in Japan.
（2015 年 10 月 30 日受理）
Measures for teaching academic language in Germany:
with the example of school development project in North Rhine-
Westphalian
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